第4章 司法 : ムスリム同胞団関連事件に対する破棄院の判決から by 竹村 和朗




経済研究所 / Institute of Developing
Economies, Japan External Trade Organization
(IDE-JETRO) http://www.ide.go.jp
シリーズタイトル 政策提言研究









第 4 章 司法：ムスリム同胞団関連事件に対する破棄院の判決から 


















る（たとえば Moustafa [2009]）。本章で取り上げるのは、2013 年 12 月に「テロ組織」に
認定されたムスリム同胞団に関係する 2 件の刑事事件に対する破棄院の判決である。これ
ら 2 件は、それぞれ 2013 年 8 月と 2014 年 1 月に同胞団体制を支持する街頭デモにおいて
逮捕され、有罪判決を受けた者たちが破棄院に上訴したものであった。
スィースィー体制下の司法は、2013 年の「6 月 30 日革命」以前の旧体制であるムスリム
同胞団の構成員や支持者に対して、一貫して厳しい姿勢をとってきた。このことは、政権が
(1) アラビア語で maḥkama al-naqḍという。naqḍは上級審が原判決を取り消すこと、すなわち















第 1 節 スィースィー体制と司法 
司法は、現代エジプトにおける政治・社会動向の重要な観測点である。歴史を振り返れば、
司法と政治権力の関わりは決して一様ではなく、体制寄りの傾向が見られるときもあれば、
強い独立性を得た時期もあった（Brown [1997]）。特に 1990 年代から 2000 年代にかけて
は、最高憲法裁判所への上訴などを通じて、人権団体や NGO による異議申立てや政治活動
が活発化した（Moustafa [2009]）。司法府に属する機関・機構や構成員の数や種類は多く、









本書が対象とする 2013 年の「6 月 30 日革命」後のスィースィー体制形成期には、司法
が政治過程に積極的に関与しようとした痕跡が見られる。本書の第 2 章でも述べたように、
司法府と、ムスリム同胞団を支持母体とするムルスィー政権の間には、議会選挙や 2012 年
憲法起草過程を通じて生じた軋轢があった。たとえば、行政裁判所は、「1 月 25 日革命」後
に行われた議会選挙について、選挙手続きの瑕疵を理由に無効判決を下した。これによりム
スリム同胞団を母体とする自由公正党は、空前の多数議席を得た議会での足場を失うこと
になった。2012 年 6 月には同じく自由公正党に対し、宗教にもとづく政党は無効であると
(3) エジプト法務省の公式ウェブサイト（http://www.jp.gov.eg）では、各地・各等級の裁判所に
ページが設けられ、現職の裁判所長やその経歴に関する情報を得ることができる。
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2013 年の「6 月 30 日革命」により軍がムルスィー大統領を解任した後、暫定大統領に就
いたのが、マンスール最高憲法裁判所長官であったことも象徴的である。2012 年憲法では、
大統領が一時的に職務を遂行できない場合には内閣総理大臣がその職務を代行し、死亡や




ん 2012 年憲法は「6 月 30 日革命」により施行を停止していたが）、国権を掌握した軍によ
る超法規的措置であった。どのような理由付けがなされるにしても、上級審を代表する最高
憲法裁判所の長官が「6 月 30 日革命」という局面で大統領代行を担った政治的意義は否定
できない。なお、2014 年憲法では、大統領の職務代行者は議会の議長か、議会不在の場合
には最高憲法裁判所長官であると明示されている（第 160 条）。 
「6 月 30 日革命」直後の 2013 年 7 月には、軍や警察により、ムルスィー体制を支えたム
スリム同胞団の幹部が次々に逮捕・拘束されていった。7 月 4 日には、司法の中核にあり、
裁判官の人事を独占的に管轄する最高司法評議会 (4)が、ムルスィー体制によって任命され




また、所在不明とされたムルスィー前大統領についても、2011 年の「1 月 25 日革命」の際
にワーディー・ナトルーン刑務所の襲撃とムスリム同胞団関係者の脱獄幇助に関与したと
して、有罪判決が下される可能性が出てきた (5)（Ismāʻīl [2013]）。 
2013 年 8 月にはカイロ各地の広場や通りで抗議の座り込みを続けていたムルスィー支持
者たちが警察や治安部隊により強制排除され、特にムルスィー支持者側に多くの死傷者を
出した。中でも被害が大きかった「ラバア広場」は、後に当局による暴力被害と抵抗の象徴
                                                   
(4) アラビア語で majlis al-qaḍāʼ al-aʻlā という。議長は破棄院長である。同評議会の構成員につ
いては、本章第 2 節を参照のこと。 
(5) この事件では、2015 年 5 月 16 日にムルスィーとその他 105 人に死刑判決が下されたが
（Ahram Online [2015]）、2016 年 11 月 15 日に破棄院が原判決の破棄と再審を命じた（Ahram 
Online [2016]）。ムルスィーについて 2017 年 8 月までに実刑が確定しているのは、2012 年 12
月の大統領公邸でのデモ隊殺害教唆の罪で下された 20 年の禁錮だけであり（Barsoum [2015]）、









位と構造について、1977 年法律第 46 号「司法権法」の規定から述べるが、これらの上級審
の裁判官は長らく法曹界でキャリアを積んできた者であった。
2013 年 12 月、ムスリム同胞団は正式に「テロ組織」に認定された。これに伴い、2014













成される (7)。第 3 節で扱う刑事裁判を例にとれば、最下級の区裁判所は、始審裁判所の管
区内に複数設置され、これに属する 1 人の判事（qāḍī,）によって裁かれ、軽罪と違警罪に
関わる事案を扱う（Najīb [2004, 71]）。エジプト刑法では、刑事罰は重罪、軽罪、違警罪の












第 4 章 司法：ムスリム同胞団関連事件に対する破棄院の判決から 
（エジプト・ポンド）までの罰金（第 11 条）、違警罪は 100LE までの罰金（第 12 条）と定







れる（Najīb [2004, 77]）。その 8 都市とは、首都カイロ、地中海に面した第二の都市アレク
サンドリア、カイロ以北のデルタ地域を代表する都市タンタ、マンスーラ、イスマーイーリ
ーヤ、カイロ以南のナイル河谷地域を代表する都市ベニー・スエーフ、アスユート、ケナで
ある（Najīb [2004, 77]）。裁判官の地位や権限を記した司法権法 (9)の第 6 条によれば、控訴
審は、控訴院長の要求にもとづき、かつ法務大臣の決定により、上記以外の場所でも開くこ















として、司法権法第 38 条は以下の 5 点を述べる。 
(8) アラビア語で qānūn al-ʻuqūbāt al-miṣrīya という。1937 年法律第 58 号として公布された。
公布時には全 395 条であったが、法改正による一部条項の取消や追加が重ねられている。違警
罪は、アラビア語で mukhālafa（違反）というが、フランス刑法典の contravention を訳したも
のであろう。刑法もフランス法の影響を強く受けているようである。
(9) アラビア語で qānūn al-sulṭa al-qaḍāʼīya という。現行法は 1972 年法律第 46 号として公布
された（元は、司法権に関する 1956 年法律第 43 号であったが、最高憲法裁判所や最高司法評
議会の設置に伴い大幅改正された）。全 171 条で給与表などの付表もある。
(10) アラビア語で qānūn al-ijrāʼāt al-jināʼīya という（al-Barbarī and Zaghlūl [2013]）。1950
年法律第 150 条として公布され、全 560 条からなる。
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 動乱後のエジプト－スィースィー体制の形成（2013～2015 年）－ 
  第 38 条 
  ① 判事を務める者は以下を満たすものとする。 
    （1）エジプト・アラブ共和国の国籍および完全な市民権を享受すること。 
    （2）始審裁判所への任命 (11)の場合には、30 歳に満たない年齢でないこと。控訴
院への任命の場合には、38 歳に満たない年齢でないこと。破棄院への任命の
場合には、41 歳に満たない年齢でないこと。 
    （3）エジプト・アラブ共和国の大学での法律学科の法律学免状、またはこれに相
当する外国の証書を取得していること。後者の場合には、これに関わる法令
に従い、相当の試験に合格していること。 
    （4）裁判所または懲罰評議会から名誉を損なう判決を受けていないこと、もしく
はすでに失われた名誉を回復していること。 
    （5）言行において高い評判を得ていること。（al-Idāra al-ʻĀmma li-l-Shuʼūn al-
Qānūnīya [2012, 16]） 
 
 第 38 条では、破棄院判事の職務に就くためには、満 41 歳以上の年齢であることが定め
られている。すなわち、判事の最低就業年齢である満 30 歳から 10 年以上の期間を経過し
ていることが求められる。 
裁判官の具体的な職位は、続く第 39 条から第 43 条にかけて述べられる。序列の一番下
から、「判事 B」「判事 A」「始審裁判所長 B」「始審裁判所長 A」「控訴院判事」「破棄院判事」
の 6 等級が確認される。各等級では、判事を務めることができる弁護士の勤続年数、法学部
教員の序列と勤続年数などが定められる。たとえば、最下級の「判事 B」については、控訴
院での弁護を連続して 4 年務めた弁護士（加えて勤続 9 年以上の弁護士業の実務経験）、国
立大学の法学部教員で法学関係職に 9 年以上勤務する者などが挙げられる（第 39 条）。年
齢を基準にすれば、前出の第 38 条で判事に就任する最低年齢が満 30 歳とされたように、
弁護士や法学部教員が大学卒業後すぐに職務に従事したとしても、同様の年齢になること
が理解される。 
この「判事 B」に始まり、「判事 A」「始審裁判所長 B」「始審裁判所長 A」へと裁判官の
序列を上がっていくにつれ、当然のことながら、要件は厳しくなっていく。弁護士の勤続年
数で比較すれば、「判事 A」は控訴院での弁護が連続 9 年（勤続 14 年）、「始審裁判所長 B」
は連続 12 年（勤続 17 年）、「始審裁判所長 A」は連続 15 年（勤続 20 年）が最低基準とな
る（第 41 条）。年齢を基準にすれば、「始審裁判所長 A」になることができるのは、早くて
も 40 歳前後であり、前出の第 38 条第 1 項の年齢条件と一致する。 
控訴院・破棄院以上の上級審判事は、「判事」一般を指す qādī とは異なり、mustashār と
                                                   
(11) ここでは「任命」と訳出したが、エジプトでは公務員職に就くこと全般を taʻyīn という。後
述する司法権法第 39 条では、判事の各等級の就業条件が定められるが、判事となる最初の第一
段階である「任命」の条件や状況については、法律はほぼ何も語らない。 
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呼ばれる (12)。たとえば、控訴院判事は、弁護士であれば破棄院での弁護を連続して 5 年以
上務めた経験が要件とされる（第 41 条）。序列の最上位である「破棄院判事」の場合には、






の最先任者 2 人、控訴院長の最先任者 2 人の計 7 人から構成される。司法府の最上位役職
者の集団といえる。同様に司法権法第 107 条で定められる裁判官懲罰評議会も、破棄院長

















第 3 節 ムスリム同胞団関係者に関する 2 件の破棄判決 
 
 2015 年 4 月から 5 月の間に下された、ムスリム同胞団支持者デモに関する 2 件の破棄判
決がある。これら 2 件はともに、カイロの北東部に位置するダカフリーヤ県の県庁所在地
マンスーラ市の始審裁判所を第一審とし、破棄院の刑事部に上訴されたもので、破棄院の公








ひとつめは、2014 年 1 月 25 日にマンスーラ市のジハーン通りで行われたデモの逮捕者
37 人に対するもので、半年後の同年 7 月 23 日に原判決が下され、26 人に懲役 10 年、8 人
に禁錮 3 年、不在の 3 人に懲役 5 年が科された。被告人 37 人の内 34 人が破棄院に上訴し、
司法暦 84 年第 26166 号として受理され、原判決から 9 か月後の 2015 年 4 月 8 日に破棄判
決が下された。
ふたつめは、2013 年 8 月 30 日にマンスーラ市のゲーシュ通りで行われたデモにおける
逮捕者 37 人に対するもので、9 ヶ月後の翌年 5 月 21 日に原判決が下され、28 人に懲役 10
年、4 人に禁錮 3 年、不在の 5 人に無期懲役が科された。被告人 37 人の内 28 人が破棄院






















(13) ムルスィー大統領とムスリム同胞団政権を支持する人々は、2013 年の「6 月 30 日革命」の
有効性を認めないため、ここで求められるのは、「2014 年憲法の施行停止」のことであろう。憲
法については、本書第 2 章を参照のこと。
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 これらの罪について、刑法の第 102 条 A、第 102 条 C(14)、第 102 条 D（許可のない爆発
物の扱いに関する法律）、第 137 条追加 1・2（公務員への暴力に関する法律）、第 167 条（公
共交通の阻害に関する法律）、第 375 条追加、第 375 条追加 A（市民への暴力・脅迫行為に
関する法律）、デモ規制法の第 1～4 条、平和的デモ法の第 1、4～8、16、17、19～22 条な
ど関係する法令により、マンスーラ始審裁判所は 2014年 7月 23日に以下の判決を下した。 
 第一に、被告人は先に挙げられたムスリム同胞団への所属について全員無罪とする。 
 第二に、被告人 37 人の内、出廷した 26 人は懲役 10 年、8 人は禁錮 3 年、不在であった
3 人は懲役 5 年とする。デモの中で用いられた刃物や火薬、爆発物は没収する。 
 原判決の後、2014 年 8 月に、被告人たちは弁護士を通じて破棄院に上訴し、合計 34 人
の申立てが受理された（申立てをしなかった、もしくはできなかった 3 人は、出廷せずに有
罪判決を受けた懲役 5 年の 3 人だと考えられる）。破棄判決の「主文」では、この 34 人は
それぞれ番号で呼ばれ、それぞれの事件への関与状況や法的判断の是非が論じられる。 
まず、問題視されたのが 7 人の年齢である。取調べの資料によれば、被告人の第 2 番は
17 歳、第 1・5・6・13・29・30 番は 18 歳と推定される。最初の 6 人（第 2・1・5・6・
13・29 番）がそれぞれ懲役 10 年、最後の 1 人（第 30 番）が懲役 3 年を科されているが、
破棄判決の主文は、原判決の判断が年齢を考慮に入れていなかったと批判する。主文に引用
されたエジプト少年法の第 2 条によれば、少年は「18 歳未満」と定義され、その第 111 条
では「犯罪を行った時点で少年であった者は、死刑、無期懲役および有期懲役を科されない」





 次に、被告人の第 12 番と第 25 番は理由付けと証拠立てに不備があると主張し、破棄判
決主文はこれを大筋で認めた。これら二人の行為について、ふたつの相異なる証言があった
からである。その証言はともに現場に居合わせた警察官のもので、原判決では警察官 X が




                                                   
(14) 原文ではアラビア語の伝統的なアルファベット順に則り、A, B, J, D, H…と並ぶが、わかり





















きなかった）被告人 3 人について、何も語られない。 
3.2 2013 年 8 月 30 日のゲーシュ通りでのデモ 
次にふたつめの案件を見てみよう。ひとつめの案件と判事や検事の名前は共通しない。裁
判長を務め、判決文を記したのは、ファルハーン・バタラーン破棄院副院長である。冒頭の
「事実」の陳述では、有罪判決を受けた 37 人の被告人の罪が 3 点に分けて述べられる。 
第一に、37 人すべての被告人は、法に反し、憲法の停止を求める「テロリストのムスリ
ム同胞団」（ひとつめの案件と異なり伏字にされていない）に所属する罪が疑われる。
第二に、第 1～35 番の 35 人は、一般の人々を攻撃し、公的機関の財産を破壊することを
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（8）近隣住民を暴力で脅した。




ンスーラ始審裁判所は 2014 年 5 月 21 日に出廷した 4 人に禁錮 3 年、28 人に懲役 10 年、
不在であった 5 人（第 33(15)・34・35・36・37 番）に無期懲役を科した。これに対して、








2013 年 8 月 30 日、〔マンスーラ〕警察署刑事の X 少佐は第一管区において、ムスリ
ム同胞団の組織する三つの街頭デモを観察した。ひとつめのデモは α モスクの前に 250






1～32 番を拘束した。この間、被告人第 33 番は手持ちの黒い革のバッグから即席爆弾
を取り出し、それを治安部隊に投げた。強い爆発音が生じ、治安部隊がその者と爆弾を
取り押さえた。その者とともにラバアの印が書かれた紙が見つかり、押収物を発見した。
爆弾は被告人第 36 番と第 37 番がその者〔第 33 番〕に渡したものと判明した。その傍
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 第 1 節では、スィースィー体制と司法府の関わりを概観した。特に 2013 年の「6 月 30
日革命」後に、それまでムルスィー大統領のムスリム同胞団体制に押さえつけられてきた分、






 第 3 節では、「6 月 30 日革命」後のムスリム同胞団支持者によるデモに関するふたつの
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